憲法審査会人事も焦点＝与野党合意形成に影響も－自民
　８月３日に予定される内閣改造・自民党役員人事に絡み、衆院憲法審査会の同党メンバーの人事に注目が集まっている。安倍晋三首相は秋の臨時国会から改憲論議を本格化させる意向を示しており、今後の議論の方向性や自民党の出方を占うとみられているためだ。公明党や野党には自民党への警戒感が広がっており、人選次第では合意形成に影響する可能性もある。
　自民党は衆院憲法審査会に、会長と幹事６人、委員２４人を出しており、焦点は会長人事だ。現審査会長は保岡興治元法相。審査会の前身である衆院憲法調査会で幹事を務め、改憲手続きを定めた国民投票法成立に尽力するなど、憲法問題に長年取り組んできたエキスパートだ。
　保岡氏自身は改憲積極派で、東日本大震災を教訓に、緊急事態条項の創設を唱える。ただ、２０１４年１２月に審査会長に就任してからは、調査会長だった中山太郎氏が確立した手法を受け継ぎ、小会派にも配慮する丁寧な議事運営に努めている。自民党内には、他党との摩擦を避けるため「今のままでいい」（幹部）との声は少なくない。　
　党憲法改正推進本部長の人事も焦点の一つだ。現在は森英介元法相で、憲法審査会幹事も務めている。森氏も本部長就任後、慎重に議論を進めていく方針を掲げ、他党との協調に軸足を置く。
　これに対し野党側は、民進党が首相の態度に「押し付け憲法論だ」などと反発するなど、対決姿勢を崩していない。先の参院選で議席の３分の２を占めた「改憲４党」に数えられる公明党にも、ここへきて「改憲勢力３分の２には意味がない」などと自民党と距離を置く発言が目立ち、与野党の合意形成には高度な調整力が求められる。
　自民党保守派には、保岡氏や森氏のような手法では、首相が在任中に目指す改憲実現はおぼつかないとの懸念もくすぶる。党内では「他党に根回しできる人がいい。ぎらついていると言われるかもしれないが、代えるだろう」（中堅議員）との交代論もささやかれる。（2016/07/28-17:24）
ＪＩＣＡ車両、南スーダンで被弾
　陸上自衛隊が国連平和維持活動（ＰＫＯ）に従事している南スーダンで、国際協力機構（ＪＩＣＡ）の日本人職員４人が乗った車両が被弾していたことが分かった。人的被害はなかったという。菅義偉官房長官が２８日午後の記者会見で明らかにした。　
　菅長官は「（銃撃戦があった）現地時間の８日、ＪＩＣＡ職員が防弾車で移動中に銃弾を受けた。人的被害はなく、その後は平穏な状況が続いている」と説明した。自衛隊の活動継続の是非に関しては「武力紛争が発生したとは考えていない。治安状況の悪化をもって（自衛隊の）参加５原則が崩れたとは考えていない」と語った。（2016/07/28-17:44）
合区解消、地域で温度差＝憲法改正に異論－知事会議
　２８日の全国知事会議は、参院選挙区の「合区」解消を国に求めることで合意したが、議論は紛糾した。７月の参院選で初の合区実施となった県などは、憲法改正も視野に入れた対応を強く主張。一方、人口の多い都市部の県からは、憲法改正に慎重論や反対論が出されて決議案採択には至らず、温度差が目立った。
　今回の参院選で、４７都道府県の中で唯一県内に住所を持つ当選者が出なかった鳥取県の平井伸治知事は「ＪＡも商工会議所も都道府県単位で意見をまとめている。都道府県として民意を集約している自負がある」と主張。「まとめた意見を国会に持っていく人がいなくていいのか。それは代表を失ったことであり、そんな状況が認められていいのか」と声を荒らげた。また、「合区を許せばいろんな県が合区に巻き込まれ、首都圏に有利な政策ばかりが展開される」（尾崎正直高知県知事）、「候補者と会えないといった異常な不公平が生じる。次の参院選までに確実に合区を解消すべきだ」（溝口善兵衛島根県知事）などと切実な意見が出た。
　一方、神奈川県の黒岩祐治知事は「（憲法改正には）根本的なコンセンサスを得なければ先に進めない」と発言。時間をかけた議論が必要だとして、解決を急ぐことに反対する姿勢を示した。大阪府は「合区は手法の一つとして否定までされるものではない」と決議に反対した。（2016/07/28-22:34）
合区解消要望で合意＝決議は持ち越し－知事会議


全国知事会議で参院選挙区の「合区」をめぐり意見を述べる鳥取県の平井伸治知事（右）＝２８日午後、福岡市
　福岡市で開かれている全国知事会議は２８日午後、参院選挙区の「１票の格差」是正のため人口の少ない二つの選挙区を統合する「合区」制度について、国に解消を求めることで合意した。ただ、憲法改正を視野に入れた抜本的な見直しを訴える決議案に対し、一部の知事が反対したため、採択は２９日に持ち越した。
　参院選の選挙区は都道府県単位だったが、東京圏への人口集中により１票の格差が拡大し続けたことから、７月の参院選で合区が初めて導入された。これに対し、知事会は昨年１０月に有識者研究会を設置。研究会は今年３月、都道府県単位で議員を選出する「地域代表制」を明記する憲法改正を提言した。
　会議では「（合区により）首都圏に国会議員が増え、首都圏に有利な政策ばかりが展開されて地方が衰退する」（尾崎正直高知県知事）などと合区解消を求める意見が相次いだ。参院選で鳥取県を地盤とする議員が誕生しなかった同県の平井伸治知事は「戦後初めて憲法改正の機が熟している」と改憲を求めた。


全国知事会議で参院選挙区の「合区」について発言する神奈川県の黒岩祐治知事（左）＝２８日午後、福岡市
　一方で、大阪府は知事会として国に合区解消を求めることは認めつつ、府の立場としては解消反対を表明、神奈川県と愛知県も慎重な意見を示した。山田啓二会長（京都府知事）は終了後、記者団に「決議には、憲法改正の議論の必要性について盛り込む」と言明した。　
　知事会議ではこの他、先駆的な地方創生事業を後押しする「地方創生推進交付金」の増額と、施設整備費などを事業費全体の５割未満とする要件の大幅緩和を求める決議を採択。「１億総活躍社会」の実現に向け、介護分野への外国人材の参入促進や、子どもの貧困対策の拡充などを求めることも決めた。（2016/07/28-21:10）
知事会、参院合区解消を決議　憲法改正議論も求める
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2日目の議論に入った全国知事会議＝29日午前、福岡市内のホテル　福岡市で開かれている全国知事会議は29日、今年の参院選挙区で導入された合区の解消を求め「都道府県ごとの意思を国政に届けられないのは問題だ。憲法改正についても議論すべきだと考える」とする決議を採択した。
　初日の28日の会議では、参院選挙区の合区解消を求める決議をすることで大筋合意したが、憲法改正に慎重な意見もあり、文案がまとまらなかった。
　会議では沖縄県の米軍基地負担を軽減するため、知事会内につくる「協議の場」の進め方も話し合う。
合区解消決議採択へ＝沖縄の基地問題も協議－全国知事会議閉幕へ・福岡
　福岡市で行われている全国知事会議は２９日午前、参院選挙区の「１票の格差」是正のため７月の参院選で初めて導入した「合区」制度を解消するよう国に求める決議を採択する。決議は「多様な地方の意見が国政の中でしっかりと反映される必要がある」と強調し、合区解消の手段として、参院を「地域代表制」の組織と位置付けるための憲法改正の必要性にも言及する見通しだ。
　また、沖縄が抱える米軍基地の負担軽減についても意見交換。基地問題に対する関心や理解を広めるため、同県の翁長雄志知事が知事会に協議の場を新設するよう要望する見通しで、協議の枠組みやテーマを詰める。会議は午前中で閉幕し、終了後に山田啓二会長（京都府知事）が記者会見する。（2016/07/29-05:11）
山田会長「都市と地方共存を」＝福岡で全国知事会議開幕


２８日開幕した全国知事会議＝同日午前、福岡市
　全国知事会議が２８日、福岡市内で開幕した。会議は２日間の日程で、参院選挙区の「合区」解消や防災対策などをテーマに議論。全国知事会の山田啓二会長（京都府知事）は冒頭のあいさつで「少子高齢化や一極集中の中で多くの格差が指摘されている。格差を是正し、都市と地方が共存する社会、そこに求めるべき真の地方創生があり、地方分権がある」と訴えた。


全国知事会議で、高市早苗総務相（左から３人目）への意見を募る山田啓二会長（同４人目）＝２８日午前、福岡市
　同日午前、来賓出席した高市早苗総務相は、消費税率引き上げの再延期に伴う来年度予算編成への影響に関し「地方自治体の運営に支障が生じることのないよう、知恵を絞りながらしっかり対応する」と強調した。地方税や地方交付税など自治体が自由に使途を決められる一般財源総額の確保を目指す方針や、防災・減災対策の拡充に努める考えも示した。　
　同日午後には、大都市と地方の「１票の格差」を是正するため、７月の参院選で初めて導入された合区制度の問題点を協議。合区解消策として、憲法改正により参院を「地域代表制」と明確に位置付けることを国に求める方向で意見集約できるかが焦点となる。（2016/07/28-12:46）
野党共闘は不変＝岡田民進代表
　民進党の岡田克也代表は２８日の記者会見で、３１日投開票の東京都知事選の結果がその後の野党４党の共闘路線に与える影響について、「今回うまくいった、いかなかった、だから４党の協力がどうだ、ということには必ずしもならないと思う」と述べた。
　都知事選では４党が推薦する候補者の苦戦が伝えられているが、岡田氏は「そういうもの（野党共闘）がなければどうなったか、という比較は現実的には難しい」と指摘した。　（2016/07/28-17:58）
